
第１編 一般会計 

第１章 決算の概要 

１ 決算収支 

 

 平成 27 年度一般会計の決算は、次のようになりました。 

 

  歳  入  299 億 2,788 万 9 千円  ① 

  歳  出  276 億 2,279 万 2 千円  ② 

  形式収支   23 億  509 万 7 千円  ③＝①－② 

  繰越財源    1 億 3,422 万 9 千円  ④ 

  実質収支   21 億 7,086 万 8 千円  ⑤＝③－④ 

 

２ 財政分析 

 本章においての財政分析は、普通会計決算額を用いて行いました（地方財政状況調査数値）。 

 ※ 魚沼市の普通会計は、一般会計のほかに診療所特別会計を含んでいます。 

 

 歳入歳出決算額等  

 

 平成 27 年度普通会計の決算額等は、次のようになりました。 

 

  歳  入  299 億 6,732 万 8 千円  ①’ 

  歳  出  276 億 6,200 万 4 千円  ②’ 

  形式収支   23 億  532 万 4 千円  ③’＝①’－②’ 

  繰越財源    1 億 4,483 万 2 千円  ④’ 

  実質収支    21 億 6,049 万 2 千円  ⑤’＝③’－④’ 

 

 単 年 度 収 支  

 

実質収支 21 億 6,049 万 2 千円から、前年度の実質収支 20 億 7,728 万 5千円を差し引いた

単年度収支は、8,320 万 7 千円の黒字となりました。 

（平成 26年度 5 億 9,019 万 1 千円の黒字） 

 

 実 質 単 年 度 収 支  

 

 単年度収支に財政調整基金積立金と繰上償還した額（平成 27 年度は繰上償還なし）を加え、

これから当該年度において取り崩した基金積立金の額を差し引いた実質単年度収支は、13 億

4,287 万 2 千円の黒字となりました。 

（平成 26年度 6 億 464 万 9 千円の黒字） 
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 経 常 収 支 比 率  

 

経常的収入（地方税、普通交付税、地方譲与税、利子割交付金等）と経常的支出（人件費、

公債費、扶助費、補助費、物件費等）をとらえ、経常的経費にどれだけの経常的収入である

一般財源が充てられているかをみます。比率が低い方が財政に弾力性があるといえます。 

 

  （経常的経費に充当される一般財源等） 

    144 億 1,149 万 7 千円 

                     ＝ ８３．５％ 

  （経常一般財源等収入） 

    172 億 5,009 万 8 千円 

（平成 26年度 ８３．９％） 

 

 財 政 力 指 数  

 

地方公共団体がそれぞれ標準的な行政を行う場合に必要とされる経費（基準財政需要額）

と標準的な状態における税収入等（基準財政収入額）を比較し、基準財政需要額が基準財政

収入額を上回ったときは、普通交付税で補われます。したがって、財政力指数が「１」に近

いほど財政力が強いとみることができます。なお、通常は過去 3 か年の平均値を財政分析に

用います（収入額、需要額とも錯誤額を含まない額で算出）。 

 

  （基準財政収入額） 

    38 億 4,040 万 9 千円 

                 ＝ ０．２９４ 

  （基準財政需要額） 

    130 億 5,178 万 4 千円 

 

  平成 25 年度（単年度）・・・０．２９９  

  平成 26 年度（単年度）・・・０．３０１    3 か年平均・・・０．２９８ 

  平成 27 年度（単年度）・・・０．２９４  

 

（平成 26年度 ０．２９９） 

 公 債 費 比 率  

 

 市債の償還経費である公債費の財政運営に及ぼす影響を知る指標のひとつで、市税、普通

交付税のように使途が特定されておらず、毎年度経常的に収入される財源のうち、公債費に

充当されたものの占める割合。 

 

  平成 27 年度（単年度）   ７．０％ 

（平成 26年度 ８．５％） 
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 （単位：千円）

平成27年度 平成26年度 増減額等 増減率 ％

1 29,967,328 28,553,984 1,413,344 4.9

2 27,662,004 26,224,424 1,437,580 5.5

3 2,305,324 2,329,560 △ 24,236 △ 1.0

4 144,832 252,275 △ 107,443 △ 42.6

5 2,160,492 2,077,285 83,207 4.0

6 83,207 1,994,078 △ 1,910,871 △ 95.8

7 1,259,665 977,020 282,645 28.9

8 0 0 0 0.0

9 0 962,562 △ 962,562 △ 100.0

10 1,342,872 2,008,536 △ 665,664 △ 33.1

11 83.5（88.1） 83.9（88.9） △1.5(△1.9)

12 96.0 94.8 1.2

13 7.0 8.5 △ 1.5

14 13,051,784 15,192,625 △ 2,140,841 △ 14.1

15 3,840,409 3,718,844 121,565 3.3

16 4,829,617 4,735,751 93,866 2.0

17 17,031,500 17,177,451 △ 145,951 △ 0.8

25年度 0.299 0.297

0.301 0.299

0.294 0.301

0.298 0.299 △ 0.001 △ 0.3

27年度 (26)

財

政

力

指

数

26年度 (25)

注(1)　経常一般財源等は、減税補てん債と臨時財政対策債を含む。（　）内は除いて算出。

注(2)　H26は合併算定替による増加分を含むが、H27は一本算定による。

公 債 費 比 率 ％

経常一般財源比率％

基準財政需要額 注(2)

基準財政収入額 注(2)

標 準 税 収 入 額 等

注(3)　標準財政規模は、臨時財政対策債発行可能額を含む。

標準財政規模 注(3)

3か年平均

18

(24)

      （国の算定方式の変更によるもの）

付表２－１　歳入歳出決算及び指数等の状況

区　　　　　分

歳 入 総 額

歳 出 総 額

経常収支比率％ 注(1)

積 立 金

繰 上 償 還 金

積 立 金 取 り 崩 し 額

実 質 単 年 度 収 支

⑥ + ⑦ + ⑧ - ⑨

歳 入 歳 出 差 引 額

翌年度へ繰越すべき財源

実 質 収 支

単 年 度 収 支
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 （単位：千円）

平成27年度 平成26年度 増減額等 増減率 ％

19 5,677,597 4,417,932 1,259,665 28.5

20 704 703 1 0.1

21 4,302,213 4,302,213 0 0.0

22 1,815,134 1,504,275 310,859 20.7

23 12,161 10,657 1,504 14.1

24 14,408 14,404 4 0.0

25 39,519 39,509 10 0.0

26 12,443 13,337 △ 894 △ 6.7

27 1,011,429 1,011,074 355 0.0

28 24,127 21,731 2,396 11.0

29 17,975 17,970 5 0.0

30 500,511 400,395 100,116 25.0

31 3,004 3,003 1 0.0

32 99,522 40,009 59,513 148.7

13,530,747 11,797,212 1,733,535 14.7

103,941 79,461 24,480 30.8

508,059 532,539 △ 24,480 △ 4.6

612,000 612,000 0 0.0

74,987 80,822 △ 5,835 △ 7.2

25,013 19,178 5,835 30.4

100,000 100,000 0 0.0

35 14,242,747 12,509,212 1,733,535 13.9

ふるさと結基金現在高

災害対策基金現在高

過 疎 地 域 支 援 基 金

現 在 高

農業担い手育成基金

現 在 高

宮柊二記念館運営基金

現 在 高

小　　計

（付表２－１　歳入歳出決算及び指数等の状況）

区　　　　　分

渓流魚保全基金現在高

財政調整基金現在高

減 債 基 金 現 在 高

地域振興基金現在高

公共施設整備等基金

現 在 高

新庁舎建設基金現在高

基 金 現 在 高

33 奨学基金現在高

現　金

34

医師等修学基金

現 在 高

現　金

貸付金

計

貸付金

計

芸 術 文 化 振 興 基 金

現 在 高

目黒邸保存基金現在高

すこやか基金現在高
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３ 主な一般財源の状況 

 

 主な一般財源である市税及び普通交付税の過去 5年間の収入状況は、次のとおりです。 

 市税については、3 年毎に行う固定資産の評価替の影響により、約 5,100 万円の減額とな

りました。 

普通交付税については、地域の元気創造事業費に加え、当分の間の措置として人口減少等

特別対策事業費の新設や臨時財政対策債償還費の増加等があったものの、地方消費税率引き

上げによる増収分が平年度化されたことにより、地方消費税交付金が大幅に増加し、1 億

6,888 万 9 千円の減額となりました。臨時財政対策債については、地方消費税交付金の増額

等により財源不足が減少したことにより、7,093 万円の減額となり、総額としては、約 2 億

3,981 万 7 千円の減額となりました。 

 なお、普通交付税には、平成 13 年度から始まっています臨時財政対策債分を加算して記載

してあります。 

                                   （単位:百万円） 

 平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 

市税     Ａ 4,050 4,002 3,997 4,028 3,977 

普通交付税  Ｂ 11,468 11,697 11,862 11,474 11,305 

臨時財政対策債Ｃ 1,078 1,045 1,036 968 897 

Ｂ＋Ｃ    Ｄ 12,546 12,742 12,898 12,442 12,202 
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普通交付税の状況
臨時財政対策債Ｃ

普通交付税　　  Ｂ
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４ 市債の状況 

 

 市債償還金については、平成 19 年度から平成 21 年度にかけて補償金免除繰上償還の影響

により一時的に急増しましたが、平成 22 年度以降は、その効果が現れて減少傾向で推移して

います。しかし、平成 25年度から本格的に開始された大型建設事業の完了による起債額の増

加もあり、数年後には償還金が増加傾向になると推計されます。 

 

0
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 平成 27 年度普通会計の市債償還金は 32 億 9,532 万 2 千円で、財源として使用料 5,576 万

4 千円、諸収入 1,981 万 2 千円、繰越金 1,267 万 8 千円、一般財源 32 億 706 万 8 千円（うち

普通交付税措置額 23億 3,838 万 8 千円）となっています。 

 

市債償還金の財源内訳

使用料

2%

諸収入

1%

普通交付税算入

71%

純一般財源

26%
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5
,
1
6
0

衛
生

費
8
2

3
7
0
,
4
1
9

1
6

0
1
6

0
0

3
2
,
6
7
9

9
8

4
0
3
,
0
9
8

3
7

2
4
,
6
5
0

労
働

費
2

1
6
,
9
6
1

0
0

0
0

0
0

2
1
6
,
9
6
1

0
△

 
5
7
3

農
林

水
産

業
費

3
0

2
4
6
,
7
9
7

8
2

6
0

0
2
0
,
7
2
0

3
8

2
6
7
,
5
1
7

2
8
,
5
7
2

商
工

費
1
4

1
1
5
,
4
1
2

1
4

2
1
2

0
0

3
4
,
2
4
4

2
8

1
4
9
,
6
5
6

△
 
2

△
 
7
,
4
3
4

土
木

費
2
4

1
9
1
,
7
8
6

1
0

1
0

0
3
,
4
5
9

2
5

1
9
5
,
2
4
5

0
△

 
3
,
2
7
1

消
防

費
7
3

5
7
1
,
7
6
9

2
0

2
0

0
2
,
2
0
7

7
5

5
7
3
,
9
7
6

2
2
7
,
3
0
5

教
育

費
4
9

4
0
1
,
7
9
7

1
3
3

0
1
3
3

0
0

2
7
2
,
5
8
8

1
8
2

6
7
4
,
3
8
5

△
 
5

2
,
7
4
9

1
1
2
,
0
7
4

0
0

0
0

1
1
2
,
0
7
4

0
4
3
4

災
害

復
旧

費
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

4
9
6

3
,
6
6
2
,
4
8
5

3
7
6

1
4

3
5
3

2
7

7
9
7
,
6
8
3

8
7
2

4
,
4
6
0
,
1
6
8

3
5

3
5
,
9
2
4

 
国

民
健

康
保

険
特

別
会

計
5

3
3
,
8
9
1

2
0

2
0

0
6
,
5
9
2

7
4
0
,
4
8
3

△
 
1
4

△
 
8
6
,
2
9
0

5
3
3
,
8
9
1

2
0

2
0

0
6
,
5
9
2

7
4
0
,
4
8
3

△
 
1

△
 
6
,
1
3
4

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

△
 
1
3

△
 
8
0
,
1
5
6

 
介

護
保

険
特

別
会

計
7

5
4
,
0
0
2

9
0

9
0

0
1
0
,
4
6
4

1
6

6
4
,
4
6
6

0
△

 
1
5

 
診

療
所

特
別

会
計

0
0

0
0

0
0

0
0

0
△

 
1

△
 
7
,
9
4
7

 
後

期
高

齢
医

療
特

別
会

計
2

1
6
,
8
8
8

0
0

0
0

0
0

2
1
6
,
8
8
8

0
4
6
2

1
4

1
0
4
,
7
8
1

1
1

0
1
1

0
0

1
7
,
0
5
6

2
5

1
2
1
,
8
3
7

△
 
1
5

△
 
9
3
,
7
9
0

5
1
0

3
,
7
6
7
,
2
6
6

3
8
7

1
4

3
6
4

2
7

8
1
4
,
7
3
9

8
9
7

4
,
5
8
2
,
0
0
5

2
0

△
 
5
7
,
8
6
6

※
 
「

職
員

数
」

、
「

臨
時

等
職

員
数

」
は

、
平

成
2
8
年

3
月

1
日

現
在

の
数

値
で

す
。

※
　

｢
職

員
給

与
費

」
は

、
2
節

 
給

料
、

3
節

 
職

員
手

当
等

及
び

4
節

 
共

済
費

（
共

済
組

合
へ

の
負

担
金

の
み

）
の

合
計

額
で

す
。

「
臨

時
等

職
員

賃
金

」
は

、
賃

金
と

社
会

保
険

料
等

の
合

計
額

で
、

日
々

　
　

雇
用

職
員

賃
金

及
び

除
雪

賃
金

は
含

み
ま

せ
ん

。

総
　

合
　

計

1
0

　
う

ち
教

育
長

1
1

小
　

計

特 　 別 　 会 　 計

 
事

業
勘

定

 
直

営
診

療
所

施
設

勘
定

小
　

計

0
4

0
5

0
6

0
7

0
8

0
9

職
員

数
人

件
費

一 　 般 　 会 　 計

0
1

0
2

　
う

ち
特

別
職

　
う

ち
選

挙
費

0
3

人
件

費

臨
時

等

職
員

賃
金

本
年

度
合

計
前

年
度

比
較

（
2
7
-
2
6
）

臨
時

職
員

非
常

勤

職
員

産
休

育

休
代

替

当
直

代
行

員

職
員

数

５
　

人
件

費
の

状
況

（
単

位
：

人
、

千
円

）

会
計

等
名

職
員

数

職
員

給
与

費

 
臨

時
等

職
員

数
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◎ 現状と課題 

 

 １ 歳入の状況 

   歳入は、前年度と比較して、14億 1,334 万 4 千円の大幅な増額となりました。大きな

増減については、次のとおりです。 

普通交付税は、国から地方創生に要する経費の財源を措置するため、「地域の元気創造

事業費」に加え、新費目「人口減少等特別対策事業費」が創設されました。 

これは、人口を基本としたうえで「まち・ひと・しごと創生」の人口減少対策等に取

り組んでいく事業であり、その財政需要が大きく反映されることから、「取組の必要度」

や「取組の成果」を十分検討のうえ進める必要があります。 

一方、平成 26 年度に税率が引き上げられた消費税が平成 27 年度にほぼ平準化し、地

方消費税交付金が大幅に増加したことにより、基準財政収入額が伸び、不足額が減少し

たため 1億 6,888 万 9千円の減額となりました。 

特別交付税は、春先除雪経費に対する部分の増が主な原因と考えられ、1億 4,176 万 1

千円の増額となり、地方交付税全体では 2,712 万 8 千円の減額となりました。 

国庫支出金については、地域住民生活等緊急支援のための交付金 1億 6,705 万 1 千円

の増などにより、2億 8,781 万 4千円の大幅な増額となりました。 

市債は、斎場建設事業、消防救急デジタル無線整備事業、病院事業会計出資、コミュ

ニティＦＭ緊急告知ラジオ整備事業等の大型建設事業の増により、15 億 3,370 万円の大

幅な増額となりましたが、前年度に引き続き、本年度も将来の公債費負担を軽減するた

め、交付税の補填措置の高い優良債の借入れを行いました。 

 

 ２ 歳出の状況 

 歳出は、前年度と比較して、14 億 3,758 万円の大幅な増額となりました。大きな増減

については、次のとおりです。 

維持補修費は、記録的な少雪の影響により道路機械除雪事業費が 2 億 9,079 万円、学

校を含む公共施設除雪委託料が 3,796 万 5 千円の減となり、総額 2 億 4,730 万 9 千円の

減額となりました。 

   補助費等は、地域住民生活等緊急支援のための交付金事業補助金が 7,871 万 7 千円、

病院事業会計補助金が 7,312 万 5 千円の増により、総額 1 億 7,847 万 2 千円の増額とな

りました。 

   積立金は、将来に備えて財政調整基金及び公共施設整備等基金、過疎地域支援基金な

どへ積み立てを行ったことにより、総額6億5,683万1千円の大幅な増額となりました。 

   普通建設事業費は、単独事業では、斎場建設事業の 7億 1,347 万 4 千円、消防救急デ

ジタル無線整備事業の 5 億 2,721 万 2 千円など、8 億 7,017 万 6 千円の増となり、補助

事業では、井口小学校建設事業の 3億 2,546 万 2 千円、学校給食調理場再編・整備事業

の 1億 4,724 万円など、5億 9,112 万 9千円の増により、全体では 14億 4,154 万 2千円

という大幅な増額となりました。 

   災害復旧事業は、豪雨災害等によって被災した、市道・普通河川などの土木施設、農

地農業用施設、林業施設などの完了により、2 億 9,015 万 6 千円の減額により皆減とな

っています。 
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 ３ 今後の課題 

 

平成 27 年度から地方交付税の合併特例措置の逓減が始まりましたが、国では平成 26 年

度に引き続き、支所、消防署等の財政需要について加算するほか、関係経費において標準

団体の面積の見直しや人口密度等による割り増し行うとし、市町村合併による行政区域の

広域化を段階的に算定に反映するとしていますが、地方交付税は 128 億 4,395 万 5 千円で

あり、前年度より 2,712 万 8 千円の減額となっています。 

これは昨年に引き続きの減額であり、財源の大半を地方交付税などに依存している本市

にとっては厳しい財政状況になりました。 

また、地方債残高は、財政健全化の取組により減少傾向にありましたが、平成 25 年度か

ら開始された複数の大型建設事業の完了により増加傾向に転じており、公債費については

近年、減少傾向にありましたが、今後数年間は高止まりの状況が続く見込みとなっていま

す。 

  なお、今後の展望としては、新規の大型建設事業や複数の医療施設等に要する費用など

が見込まれることに加え、地方交付税の逓減による減額が続く見込みであり、今後 10 年を

見据えた本市の財政状況は厳しくなっていくことは確実な状況です。 

最後に、こうした状況を踏まえ、複雑・多様化する住民サービスや人口問題対策をはじ

めとして新たに発生する行政需要に適切に対応していくため、効果的・効率的な行政サー

ビスを構築し、引き続き行財政改革に取り組むことが重要になります。 
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